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概要 

わが国では、温暖化対策の 1 つとして、再生可能エネルギーや新エネルギー技術の導入が進

められている。とりわけ、わが国における太陽光発電装置の普及率は、諸外国と比較して著

しく高いが、この高い普及率を支えているのは、住宅用太陽光発電装置導入の際の補助金政

策であると言われている。本稿では、これまでに経済産業省が行ってきた補助金政策が住宅

用太陽光発電装置の普及に与える効果と実現されるCO2削減効果を定量的に評価している。ま

た、本稿で扱うのは住宅用太陽光発電装置のみであるが、様々な新技術導入に対する補助金

政策に適用可能な評価方法の提案も行っている。 
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1. はじめに 
 わが国における太陽光発電装置の普及率は、諸外国と比較して著しく高い(表 1)。こ

の高い普及率を支えているのは、住宅用太陽光発電装置導入の際の補助金政策であると

言われている。補助金政策が住宅用太陽光発電装置の普及に与える効果を評価するため

に、本稿では、ユーザーコストの理論を用いて、住宅用太陽光発電装置導入量と補助金

政策の関係を明らかにする。また、太陽光発電装置の導入によってどの程度のCO2が削

減されるかを推計し、補助金政策とCO2削減効果の関係も捉えている。 
 本稿では、まず住宅用太陽光発電装置の発電量当たりCO2削減効果を推計する。太陽

光発電装置の導入に当たっては、既存の発電インフラを利用するわけではなく、新たに

装置を製造する必要がある。そのため、装置の運用時に既存の発電インフラ(ベースラ

イン発電)によるCO2排出量からどの程度CO2が削減されるかを推計するだけでなく、装

置の製造によって増加するCO2排出量を考慮するライフサイクル的視点が不可欠であ

る。2.1 節では、住宅用太陽光発電装置の製造におけるCO2排出量を推計している。2.2
節では、2.1 節で求めた太陽光発電装置の出力当たりのCO2排出量を発電量当たりに変

換し、ベースライン発電からの発電量当たりCO2排出量から差し引くことで、太陽光発

電装置の発電量当たりCO2削減効果を推計している。これに実際の装置導入量から推計

される発電量を乗じることで、住宅用太陽光発電装置のCO2削減量を時系列的に求める
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ことができる(2.3 節)。 
 次に、住宅用太陽光発電装置のユーザーコストを推計し、ユーザーコストと導入量の

関係を明らかにする。消費者が直面するコストを考えた場合、単に装置価格のみを捉え

るのではなく、税金、補助金、割引率、経済的減価償却、装置価格の変化を考慮したユ

ーザーコストを用いることが望ましいだろう。2.4 節では、装置価格と補助金政策の推

移を基に、太陽光発電装置のユーザーコストを推計している。これに基づき、2.5 節で

は、ベースライン発電の電力価格と住宅用太陽光発電装置のユーザーコストの比、つま

り太陽光発電の相対価格を用いて、太陽光発電の電力需要シェア関数を推定している。

2.6 節では、太陽光発電装置の価格関数をコブ＝ダグラス型に定式化し、推定している。 

 推計結果を 3.1～3.6 節で示した上で、補助金によって新規に導入される住宅用太陽光

発電装置の量と太陽光発電装置によって削減されるCO2排出量を結びつけ、補助金によ

るCO2排出量の限界削減効果を計測している(4.1 節)。また、4 節ではその他にも若干の

シミュレーションを行っている。 
 詳細な分析に入る前に、わが国の住宅用太陽光発電装置の導入状況とそれに対する補

助金政策について概観したものが表 2 である。太陽光発電装置の導入に対する補助金の

効果をCO2の平均削減費用で評価すると、1994 年では 13 万円/t-CO2であったのが、住宅

用太陽光発電装置の普及にともない、2004 年には 7 千円/t-CO2まで低減している。補助

金のCO2の平均削減費用は、11 年間平均では 2 万円/t-CO2となっている。また、後に住

宅用太陽光発電装置のユーザーコストと新規導入量の関係を示すが、住宅用太陽光発電

装置導入の初期段階、つまり 1994 年頃の高い補助率によって家計の負担を軽減させた

ことが、住宅用太陽光発電装置の導入を促し、結果として他国と比較しても高い普及率

に達することになったと考えられる。 
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表 1：IEA Photovoltaic Power Systems Programme 参加国の太陽光発電累積導入量(MW) 
1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998

日本 19 24.3 31.2 43.4 59.6 91.3 133.4
ドイツ 5.6 8.9 12.4 17.7 27.8 41.8 53.8
アメリカ 43.5 50.3 57.8 66.8 76.5 88.2 100.1
オーストラリア 7.3 8.9 10.7 12.7 15.7 18.7 22.5
オランダ 1.3 1.6 2 2.4 3.3 4 6.5
IEA合計 110 136 164 199 245 314 396

1999 2000 2001 2002 2003 2004
日本 208.6 330.2 452.8 636.8 859.6 1132
ドイツ 69.4 113.7 194.6 278 431 794
アメリカ 117.3 138.8 167.8 212.2 275.2 365.2
オーストラリア 25.3 29.2 33.6 39.1 45.6 52.3
オランダ 9.2 12.8 20.5 26.3 45.9 49.1
IEA合計 520 729 989 1334 1829 2596  

出所：IEA (2005),”TRENDS IN PHOTOVOLTAIC APPLICATIONS 

- Survey report of selected IEA countries between 1992 and 2004” 

注：IEA 合計は Photovoltaic Power Systems Programme 参加国合計である。 

 

表 2：わが国の住宅用太陽光発電装置の導入状況と補助金政策 

家計
負担額

補助金

万kW GWh 億円 億円 億円 t-CO2 万円/t-CO2

1994(FY) 0.2 2.1 40 23 17 682.0 12.7
1995(FY) 0.4 4.2 68 39 29 1364.0 10.7
1996(FY) 0.7 7.4 84 47 37 2387.0 7.7
1997(FY) 2.0 21.0 208 178 30 6820.0 2.2
1998(FY) 2.4 25.2 245 168 77 8184.0 4.7
1999(FY) 5.8 61.0 539 402 137 19778.0 3.5
2000(FY) 7.4 77.8 622 414 208 25234.0 4.1
2001(FY) 9.1 95.7 683 583 100 31031.0 1.6
2002(FY) 14.1 148.2 1,001 856 145 48081.0 1.5
2003(FY) 17.4 182.9 1,201 1,010 190 59334.0 1.6
2004(FY) 20.0 210.2 1,340 1,245 95 68200.0 0.7
計 79.5 835.7 6,030 4,964 1,066 271095.2 2.0

住宅用
導入量
(新規)

発電量
(新規）

CO2

削減量
（新規)

家計投資額
平均

削減費用

 

出所：太陽光発電協会データ(住宅用太陽光発電装置の導入量およびシステム価格、補助金実績額) 

   家計投資額、家計負担額、CO2削減量、平均削減費用は本稿で産出したものである。 

注：1)発電量は利用率を 12％として算出したものである。 

2)家計投資額は、太陽光発電装置の平均システム価格を導入量に乗じで算出している。 

3)補助金は、住宅用太陽光発電装置の導入時に支払われた実績額である。 

4)家計投資額から補助金を差し引いたものを実際に家計が負担する金額とした。 

5)住宅用太陽光発電装置導入による CO2削減量は、本稿で計測された結果である。 
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6)平均削減費用は、1tのCO2を削減するのに何万円の補助金が投入されたかを示す指標である。 

 ただし、削減効果は装置が償却するまで続くので、耐用年数 20 年で割り引いている。 

 

2. 評価の方法とデータ 
2.1. 装置製造におけるCO2排出量の評価 
 住宅用太陽光発電装置の出力当たりのCO2排出量を推計する前提として、1 つのモデ

ルケースとして最大出力 3kWを想定する1。また、太陽光発電装置のCO2排出量は、運

用時には発生しないため、装置製造時のみを算定する。そのCO2排出量の推計には、産

業連関分析のオープンモデルを用いている((1)式)。 
(1)式は、太陽光発電装置の年換算CO2国内排出量(em)の推計式であるが、最終需要は

3 つの部分に分けられる。1 つは家計が投資する太陽電池本体の投資額( )であり、もう

1 つは太陽電池の投資額( )、そして残る 1 つはインバーターの投資額( )である。太

陽電池は長期的に利用可能な耐久消費財であるため、最終需要を耐用年数で除して年換

算値にするが、本稿ではすべて同じ耐用年数である(

1f

2f 3f

21 tt = )と想定している。太陽光発

電装置製造によって誘発される生産量は、最終需要にレオンチェフ逆行列

( )を乗じることで求められるが、財の輸入に伴って発生する海外でのCO( ){ 1ˆ −
−− AMII } 2排

出量は評価の対象としていないため、投入係数( )から輸入分( )を差し引いている。

太陽光発電装置の年換算CO
A M̂

2国内排出量(em)は、装置製造によって誘発される生産量に

それぞれの経済活動部門のCO2排出原単位(ec)を乗じて推計される。 
 

( ) ( )
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

++−−= −
321 fffAMII

21

1 11}ˆ{
tt

ee cm  (1) 

 em ：CO2国内排出量（スカラー） 
 ec ：CO2排出原単位（ベクトル） 

 ：産業連関表のレオンチェフ逆行列 ( ){ 1ˆ −
−− AMII }

                                                 

  ：太陽電池本体の資本形成ベクトル(最大出力 3kW) 1f
  ：太陽電池の耐用年数（スカラー） 1t
  ：太陽電池設置（配線，フレーム，設置等）の資本形成ベクトル 2f
  ：インバーターの資本形成ベクトル 3f
  ：インバーターの耐用年数（スカラー）  2t
 
 推計に用いた最終需要の太陽電池データは、化学工学会CO2 研究会『太陽光発電技

術の評価II』（1994）から抽出した多結晶型シリコンを用いた太陽電池の製造費用デー

 
1 導入される住宅用太陽光発電装置の実際の平均値とは異なるので、注意を要する。 
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タを 2000 年価格に調整している。また、インバーター価格は、NEDO技術開発機構ホ

ームページより 2000 年の屋根置型 3kW太陽光発電システム販売価格のデータを用いた。

CO2原単位データは基本的に『平成 12 年環境分析用産業連関表』(2005)を使用した2。 (1)
式のその他の係数は、『平成 12 年産業連関表』(2004)を用いている。耐用年数は、20 年

と 30 年の場合を想定した3。 
 

2.2. 太陽光発電のkWh当たりCO2削減量の推計4

太陽光発電の発電量(kWh)当たりCO2削減量は、既存のベースライン発電の発電量当

たりのCO2排出量の年平均値(eb)から太陽光発電装置の発電量当たりCO2排出量(ep)を差

し引くことで推計される((2)式)。その際、前節で求めた太陽光発電装置の最大出力当た

りのCO2排出量(em)を発電量当たり(ep)に変換する必要があるが、太陽光発電装置の年間

発電量(ge)を導出するに当たって、利用率を 12％と想定した。したがって、出力 3kWの

太陽光発電装置の年間発電量は、3(kW) × 365(day/year) × 24(hour/day) × 0.12 = 
3153.6(kWh)と求められる。太陽光発電装置の発電量当たりCO2排出量は、最大出力当た

りのCO2排出量(em)を年間発電量(ge)で除することで算出される。 
 

pbd eer −=  (2) 

 
rd： 太陽光発電のkWh当たりCO2削減量 

eb： 既存のベースライン発電のkWh当たりのCO2排出量（年平均） 
ep： 太陽光発電装置のkWh当たりCO2排出量（ em ge ） 

ge： 出力 3kWの太陽光発電装置の年間発電量（想定：設備容量×12％） 
eb：現在整備が進められている温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度の実施

のための政省令によると、一般電気事業者による受電端CO2排出量は、391g 
-CO2/kWhである(建設時の負荷は含まれていない)。 

 

2.3. 住宅用太陽光発電装置によるCO2削減量 
 表 3 は、わが国における太陽光発電装置の導入量の推移を示したものである。1994
年度では 0.2 万 kW であった住宅用太陽光発電装置導入量は、2004 年度には 79.5 万 kW
（累積）となり、急速に太陽光発電装置が普及していることが窺える。 
 表 2 と前節の方法で推計された太陽光発電の発電量(kWh)当たりCO2削減量を用いる

                                                  
2 ただし、消費燃料の単位当たり炭素排出量は、現在整備が進められている温室効果ガス排出量の算定・

報告・公表制度の実施のための政省令案に示される値で修正している。 
3 政府の試算等では、耐用年数を 20 年とすることが多い。 
4 太陽光発電システムのLCAは、本藤他(2000)、太陽光発電技術研究組合(2001)、山田・小宮山（2002）、新

エネルギー・産業技術総合開発機構(2003)など多くの事例が存在するが、2000 年という現時点で最新の技

術構造を表している産業連関表を用いた評価は、本稿がはじめてであろう。 
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ことで、これまでにわが国で導入された住宅用太陽光発電装置によって、どの程度の

CO2排出量が削減されたかを算定することができる。 
 

表 3：わが国の太陽光発電装置導入量(万 kW) 

全導入量
(累積)

住宅用
導入量
(累積)

住宅用
導入量
(新規)

1993(FY) 2.4
1994(FY) 3.1 0.2 0.2
1995(FY) 4.3 0.6 0.4
1996(FY) 6.0 1.3 0.7
1997(FY) 9.1 3.3 2.0
1998(FY) 13.3 5.7 2.4
1999(FY) 20.9 11.5 5.8
2000(FY) 33.0 18.9 7.4
2001(FY) 45.2 28.0 9.1
2002(FY) 63.7 42.1 14.1
2003(FY) 86.0 59.5 17.4
2004(FY) 113.2 79.5 20.0  

出所：太陽光発電協会データ 

注：住宅用新規導入量は、今期と前期の住宅用累積導入量の差である。 

 

2.4. 太陽光発電装置導入のユーザーコストの推計 
Hall and Jorgenson（1967）の研究で示されたユーザーコストの導出は以下のとおりで

ある。まず、t 期における投資財価格 q(t) は以下の式で表される。 
 

∫
∞ −−−−=

t

tstsr dsescetq )()( )()( δ    (3) 

 
ここで、r は時間割引率、c(s)は s 期のユーザーコスト、δは減価償却率である。これは、

「投資財の価格」が「将来の収益を割り引いた価値」と一致するということを示してい

る。これを t で微分すると以下の式が導かれる。 
 

qrtqtc

dsescedsesceretce
t
tq

t

tstsr

t

tstsrtstsr

&=++−=

++−=
∂

∂
∫∫
∞ −−−−∞ −−−−−−−−

))(()(

)()()()( )()()()()()(

δ

δ δδδ

  (4) 

 
これより、t 期における資本のユーザーコスト c(t)は以下の式で表される。 
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⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−+=

q
qrtqtc
&

δ)()(   (5) 

 
 また、吉川（1984）、吉岡（1989）では、q(t)円の借り入れを行って投資財を購入する

場合を想定し、1 期後の収益と返済額が等しいという条件からユーザーコストが導かれ

るという説明がなされている。なぜなら、この条件が満たれないならば、利潤機会ない

し損失が生じて裁定行動が起こるからである。たとえば、1 単位の投資財を価格 q(t)円
で購入してレンタル市場に出し、h 時間経過した後に売却したとしよう。レンタル収入

を ρ(t)とすると、h 期後の収益は )()1()( htqt +−+ δρ であり、かかった元利支払いは

なので、競争市場均衡においては )()1( tqr+

 
)()1()()1()( tqrhtqt +=+−+ δρ  (6) 

 
が成り立つ。ここで、h がきわめてゼロに接近するケースを考えれば 
 

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
++=

q
qrtqt
&

δρ )()(   (7) 

 
となる。完全競争市場ではユーザーコストがこの収益と一致するので、(5)式が導かれ

る。 
 このユーザーコストの理論を太陽光発電装置のケースに適用する。まず、太陽光発電

装置の税抜き価格 q は次のように表される。 
 

( ){ }31
1 fff 21 ++
+

= iq
ν

 (8) 

 ： 消費税を含まない装置全体の投資財価格（出力 3kW あたり） q
 ν ： 消費税率 
 ： i-order vector i
 
また、太陽光発電装置の kWh あたりのユーザーコストは、消費税率ν と補助金による

補助率 sub によって次のように表される。 
 

( )( )( ) ( )(( ){ }[ ]tttttttttt
e

tu qsubqsubrqsub
g

c ννδν +−−+−−++−= +++ 11ln11ln)1)(1(1
111, ) (9) 

 cu  ： kWhあたりのユーザーコスト 
 sub： 補助金補助率 
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 r ： 長期割引率(想定：住宅ローン金利5) 
 δ ： 経済的減価償却率（economic rate of depreciation） 

        double declining method を用いて 12 t=δ  

 

2.5. ベースライン発電需要と太陽光発電需要のシェア関数の推定 
ユーザーコストと太陽光発電需要との関係を捉えるために、家計の太陽光発電需要の

シェア関数((10)式)を推定する。シェア関数には様々な関数形が考えられるが、本稿で

は対数線形に定式化した。説明変数は、ベースライン発電の受電端単価pbと太陽光発電

装置のユーザーコストcuの比率、つまり太陽光発電の相対価格である。ここで注意を要

するのは、対象とする電力需要(dT)は、太陽光発電装置を導入していない家計に限定し

ていることである。また、ベースライン発電による電力と太陽光発電による電力は

homogeneousな財ではないと仮定する。 
 

⎪⎩

⎪
⎨

⎧

=+

+=

1

ln
,

,
21

b
t

p
t

tb

tup
t

ww
p
c

w αα
 (10) 

ただし、wp, wb, cu, pbは、それぞれ太陽光発電需要の名目シェア、ベースライン発電方式

による名目電力需要シェア、ユーザーコスト、ベースライン発電の受電端価格である。 
被説明変数wpのデータは、表 2 で示した住宅用太陽光発電装置の新規導入量(万kW)

から発電量を計算し、それと同じ期の総電力需要6との比を使用している。また、説明

変数のcuは、前節の方法で導出された太陽光発電装置のユーザーコストを、pbは『EDMC
エネルギー経済統計要覧』(2005)に記載されている電灯用電力の価格データを用いてい

る。 
電力需要(dt

T)に太陽光発電需要の名目シェア(wt
p)を乗じ、それを太陽光発電装置のユ

ーザーコストで除すことでt期に新たに発生する太陽光発電による電力需要(dt
p)が求め

られる。また、発電量ベースである太陽光発電による電力需要(dt
p)に稼働時間(up＝365

×24×0.12(利用率))

                                                 

を考慮すれば、出力ベースの住宅用太陽光発電装置の新規導入量(xt)
が導出される。 
ここで、家計に導入される太陽光発電装置に関しては、1 世帯につき出力 3kWのもの

を 1 基導入すると仮定する。住宅用太陽光発電装置の新規導入量(xt)を 3kW(=oA)で除す

ことで、新たに装置が導入された世帯数(nt
h)を算出することができる。これに、電力需

要の合計(dt
*)を全国の総世帯数で除して求めた 1 世帯当たりの平均電力需要(dt

A)を乗じ

たものをt-1 期までの期間で合計すれば、前期までに太陽光発電装置が導入された家計

 
5 日本銀行『金融経済統計』における都市銀行の住宅ローンを使用している。 
6 ここでの総電力需要とは、その期に住宅用太陽光発電装置を導入した家計のみの総電力需要である。 
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による電力需要( )を算出することができる。そして、ひとたび太陽光発電装置が

導入された家計による電力需要( )は、電力需要の合計(d

A
t

t

i

h
i dn∑

−1

A
t

t

i

h
i dn∑

−1

t
*)から差し引かれ、太陽

光発電装置を導入していない家計による電力需要(dt
T)が計算される。 
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2.6. 太陽光発電装置の価格決定 
太陽光発電装置の費用関数を、次のようなコブ＝ダグラス型に定式化する。 
 

∏=
j

t
jp expc j ηεγβ  

ただし、β は定数項、pjは要素価格、xは生産量(生産規模)7、tはトレンドをそれぞれ表

している。したがって、この式では、 によって一定率の技術進歩が表現されている。

この費用関数のもとで、平均費用は、 

teη

 

∏ −=
j

t
j

p exp
x

c
j ηεγβ 1  

となり、太陽光発電装置の価格 q は平均費用にマージン(m：マージン率)を加えたもの

として表現される。 

( ) ∏ −+=+=
j

t
j

p expm
x

c
mq j ηεγβ 1)1(1  (11) 

両辺の対数をとって 
 

( ) txpmq
j

jj ηεγβ +−+++= ∑ ln1ln)1ln(ln  

                                                  
7 実際には、公共用や産業用など住宅用とは別の用途に用いられる太陽光発電装置も生産量に含まれるべ

きである。 
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マージン率や要素価格が観測期間においてほとんど変化していないと想定すると、それ

らを定数とみなすことができるので、上式は以下のようにまとめられる8。 
 

txq tt 3211 lnln μμμ ++=+  (12) 

来期の太陽光発電装置の価格が、今期の生産規模と技術進歩によって決定されると仮定

し、(12)式のパラメータを推定する。 
 

3. 推計結果 
3.1. 装置製造におけるCO2排出量の評価 

(1)式に基づいて推計された住宅用太陽光発電システムの生産・流通プロセスにおけ

るCO2排出量は、多結晶型シリコン太陽電池の年間生産規模 10MWの場合で、

701.7t-CO2(耐用年数 20 年)である。ここには、インバーターの生産・流通プロセスにお

けるCO2排出量も含まれている。 
住宅用太陽光発電システムの生産・流通プロセスにおいてどのような財・サービスに

関連するCO2が排出されているかは付表を参照されたいが、そこでは生産・流通プロセ

ス全体におけるCO2排出量のみならず、生産プロセスをシリコンウェハ製造、セル化、

およびモジュール化の 3 つに分けて、それぞれのCO2排出量を示している。 
 本来、太陽電池の生産プロセスにおいては規模の経済性の効果が働くが、本稿では、

生産規模 10MWの場合のCO2排出量を本稿で扱う 3kWの排出量に変換する際に、CO2排

出量は生産規模と比例的に変化すると想定している。 
 その結果、住宅用太陽光発電システム(出力 3kW)の生産・流通におけるCO2排出量は、

耐用年数 20 年の場合で 210kg-CO2、耐用年数 30 年の場合で 140 kg-CO2となった(表 4)。 
 

表 4：住宅用太陽光発電装置(出力 3kW)の生産・流通におけるCO2排出量 

e m kg-CO2/3kW
耐用年数20年 230
耐用年数30年 153  

 
3.2. 太陽光発電のkWh当たりCO2削減量の推計 
 前節で推計された住宅用太陽光発電装置の出力当たりCO2排出量を、年間発電量

3153.6kWhで除したものが、表 5 の(b)である。これを既存のベースライン発電のkWh当
たりのCO2排出量(表 5 の(a))から差し引くことで、太陽光発電のkWh当たりCO2削減量

(表 5 の(a)-(b))が求められる。太陽光発電のkWh当たりCO2削減量は、耐用年数 20 年の

場合で 324 g-CO2、耐用年数 30 年の場合で 347 g-CO2である。 

                                                  
8 観測期間におけるマージン率や要素価格の変化については、データアベイラビリティの問題から本稿で

は取り扱わなかった。これらを含めた価格関数の推定は、今後の課題としたい。 
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表 5：住宅用太陽光発電のkWhあたりCO2削減量 

(a)e b (b)e p (a)-(b)
g-CO2/kWh g-CO2/kWh g-CO2/kWh

耐用年数20年 391 67 324
耐用年数30年 391 44 347  

 
 表 6 によって太陽光発電のkWh当たりCO2排出量と他の電源の排出量を比較すると、

原子力発電の約 2～3 倍であるが、化石燃料を電源とする発電方式と比べ、はるかに少

ないことが確認される9。 
 

表 6：電力生産 1kWh当たりのCO2排出量(g-CO2/kWh) 

経常運転時 建設時 合計
SPS 0 20 2
SPS(ソーラーブリーダー) 0 11 11
石炭火力 1,222 3 1,225
石油火力 844 2 846
LNG火力 629 2 631
原子力 19 3 22

0

 
出所：『環境分析用産業連関表』(2001) 

 
3.3. 住宅用太陽光発電装置によるCO2削減量 
 表 3 で示される住宅用太陽光発電装置の導入量と表 5 の太陽光発電装置のCO2削減量

から、これまでにわが国に導入されてきた住宅用太陽光発電装置によるCO2削減量を推

計することができる(表 7)。 
 導入当初の 1994 年度時点では、住宅用太陽光発電装置による年間CO2削減量が 680 
t-CO2(耐用年数 20 年)であったのが、2004 年度には、新規に 6.8 万t-CO2(耐用年数 20 年)
のCO2排出量が削減され、累積ベースでは 27.1 万t-CO2(耐用年数 20 年)もの年間CO2排出

量が削減されている。耐用年数 30 年で評価した場合は、1994 年度では年間CO2削減量

が 730 t-CO2、2004 年度では新規ベースで 7.3 万t-CO2、累積ベースで 29.0 万t-CO2であ

った。 

 
 
 
 

                                                  
9 表 6 の電源別CO2排出量は、その推計に用いられたデータが本稿で用いたデータと年次が異なる点には注

意が必要である。 
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表 7：住宅用太陽光発電装置による年間CO2削減量(t-CO2) 

CO2削減量

（累積)
CO2削減量

（新規)
CO2削減量

（累積)
CO2削減量

（新規)
1994(FY) 682.0 682.0 728.7 728.7
1995(FY) 2046.0 1364.0 2186.0 1457.4
1996(FY) 4433.0 2387.0 4736.4 2550.4
1997(FY) 11253.0 6820.0 12023.2 7286.8
1998(FY) 19437.0 8184.0 20767.4 8744.2
1999(FY) 39215.0 19778.0 41899.1 21131.7
2000(FY) 64449.0 25234.0 68860.2 26961.2
2001(FY) 95480.1 31031.0 102015.2 33154.9
2002(FY) 143561.1 48081.0 153387.1 51371.9
2003(FY) 202895.1 59334.0 216782.2 63395.1
2004(FY) 271095.2 68200.0 289650.2 72868.0

耐用年数20年 耐用年数30年

 
 
 
3.4. 太陽光発電装置導入のユーザーコストの推計 
 表 8 に住宅用太陽光発電装置導入のユーザーコストの推計結果を示した。同表には、

住宅用太陽光発電システム価格を投資財価格として、3kW の住宅用太陽光発電装置投

資額に対する補助金支給額の割合を補助率としてそれぞれ載せている。 
太陽光発電装置の投資価格が年々減少するとともに、ユーザーコストも減少してきた

が、2000 年度に補助金制度の変更があったため、1999 年度に一旦急激にユーザーコス

トが低下している。 
 補助金制度がなかった1993年度では太陽光発電装置導入のユーザーコストは約4,800
～4,900 円であり、ベースライン発電の受電端価格 24.9 円/kWh の 200 倍程度であった。

それが、10 年後の 2003 年度には、ベースライン発電の受電端価格 21.5 円/kWh に対し、

ユーザーコストが 30～50 円とほとんど同じ水準まで差が縮まっている。 
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表 8：太陽光発電装置導入のユーザーコストとベースライン発電の受電端価格 

耐用年数20年 耐用年数30年 投資財価格 補助率 電力単価
円/kWh 円/kWh 万円/kW 円/kWh

1993(FY) 4,777.13 4,897.97 370 0.000 24.87
1994(FY) 392.86 428.79 200 0.450 24.76
1995(FY) 239.09 266.85 170 0.500 24.56
1996(FY) 63.73 86.59 120 0.417 24.16
1997(FY) 70.42 93.28 104 0.327 24.44
1998(FY) 147.28 169.92 102 0.333 23.33
1999(FY) 15.51 35.49 93 0.355 23.07
2000(FY) 68.67 89.98 84 0.238 23.08
2001(FY) 77.20 98.17 75 0.160 22.78
2002(FY) 65.16 85.47 71 0.141 21.84
2003(FY) 29.72 49.70 69 0.130 21.51
2004(FY) 67 0.067  

出所：電力単価は、『EDMC エネルギー経済統計要覧』(2005)に記載されている電灯用電力の価格 

注：投資財価格とは、住宅用太陽光発電システム価格である。また、補助率とは、3kW の住宅用 

太陽光発電装置投資額に対する補助金支給額の割合である。 

 
3.5. ベースライン発電需要と太陽光発電需要のシェア関数の推定 
需要シェア関数の推定に入る前に、本稿では次のような想定をおいている。将来、太

陽光発電装置の価格が低下することを、人々は過去の経験上予想している。したがって、

人々が装置を購入する際に、将来の値下がりを予想して行動をとっていると思われる。

そのぶん、ユーザーコストが値下がりのない場合に比べて高くなることは、もっともだ

と思われる。しかし、ここで示してきた新古典派のユーザーコストの算定は、将来は完

全予見であること、また太陽電池がいったん設置されてもきわめて容易に転売できるこ

とを前提として、言い換えれば完全競争を前提として導かれた式である。我々の計算し

たユーザーコストは、大きな乱高下を示しているが、太陽電池の購入量はそれに対応し

て乱高下しているわけではない。むしろ、順次、逓増してきていることが観測される。

そこで我々は、人々は、装置の値下げが過去の経験からスムーズに行われると意識して

いるという仮定のもとで、ユーザーコストの補正を試みた。本稿では、装置価格を時間

で回帰し、その理論値から装置価格の価格値下がり率を計算している。 
 住宅用太陽光発電の需要シェア関数((10)式)の推定結果は、表 9 に示す通りである。 
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表 9：住宅用太陽光発電の需要シェア関数 

coefficient
α 1 0.0005 7.320 ***
α 2 -0.0002 -4.729 ***
R2 0.737

t-value

 

注）***：有意水準 1％で有意 

 

3.6. 太陽光発電装置の価格決定 
住宅用太陽光発電装置の価格関数(12)式を推定した結果は、表 10 に示した。(11)式お

よび(12)式から生産量に関する費用の弾力性を計算すると、 827.01
ln

ln
2 =+==

∂

∂
με

x
c p となる。

これは、規模弾性 k の逆数であるので、 210.1=k となり、太陽光発電装置の生産では規模の

経済性が働いていることを確認できる。 

 
表 10：太陽光発電装置価格と装置の市場規模の関係 

coefficient
μ 1 4.721 28.379 ***
μ 2 -0.173 -1.934 *
μ 3 -0.005 -0.110
R2 0.919

t-value

 

注）***：有意水準 1％で有意、*：有意水準 10％で有意 

 

4. シミュレーション: 補助金の限界削減コストと導入ポテンシャル 
4.1. 太陽光発電装置のCO2削減に関する補助金の費用対効果 
 住宅用太陽光発電装置導入に対する補助金政策によって、太陽光発電装置の普及が進

み、それがどの程度のCO2削減の実現に繋がったかを評価するために、各年の補助率が

それぞれ 1％上昇した場合、あるいは 1％低下した場合にCO2削減量がどのように変化

するかというシミュレーションを行った。補助率の変化は住宅用太陽光発電装置のユー

ザーコストに影響を与え、表 9 で示される関係を通して、太陽光発電装置の新規導入量

を変化させる。それとともに、表 7 の住宅用太陽光発電装置導入による年間CO2削減量

も変化する。 
 表 11、表 12 に耐用年数が 20 年の場合に補助率の変化が太陽光発電装置による年間

CO2削減量に与える影響を示した。補助率を上昇させる場合と低下させる場合で太陽光

発電装置によるCO2削減量に与える影響は非対称である。また、各年で補助率の変化が

CO2削減量に与える影響の大きさが異なっている。 
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 表 12 によれば、2003 年度の累積ベースでの太陽光発電装置による年間CO2削減量の

変化率は、補助率が 1％上昇した場合で 1.3％、1％低下した場合で-2.6%である。各年

の補助率をそれぞれ 1%上昇させることは、1994～2003年度の 10年間累積で約 9億 8,000
万円の補助金の増額を意味する。また、同期間で累積したCO2削減量の増分、つまり 2003
年度における累積ベースでの年間CO2削減量の増分は、表 11 よりCO2削減量(累積)にお

ける2003年度の1％増の値から基準の値を差し引いた約2,600t-CO2である。したがって、

太陽光発電装置が償却されるまでCO2削減効果が続くことを考慮して、CO2削減量当た

りの補助金投入額を算定すると 9 億 8,000 万円÷2,600t-CO2÷20(耐用年数)=1 万 9 千円/ 
t-CO2である。この数値だけを見ると、CO2削減コストが高いと判断されるかもしれない

が、ここには新技術の導入当初に必要な高い補助金負担も含まれていることに留意され

たい。 
新規導入ベースでは、1995 年度におけるCO2削減量の変化率が、補助率が 1％上昇し

た場合で 19.14％、1％低下した場合で-42.31%と補助金の増減による影響が大きい。こ

れも、太陽光発電装置の導入初期段階において補助金の果たす役割が大きいことを裏付

けていると考えられる。 
 視点を変え、家計の費用負担、つまり住宅用太陽光発電装置のユーザーコストが 1%
変化した場合のCO2削減量に対する影響を見る。その結果は、表 13、表 14 に示される

が、2003 年度の累積ベースでの変化率は負担が増える場合で-0.69％であり、減る場合

で 1.38％である。 
 

表 11：補助率の変化が太陽光発電装置による年間CO2削減量に与える影響 
(単位：t-CO2、耐用年数が 20 年の場合) 

基準 1%増 1%減 基準 1%増 1%減

1994(FY) 682 743 621 682 743 621
1995(FY) 2,046 2,395 1,703 1,364 1,652 1,082
1996(FY) 4,433 5,020 3,856 2,387 2,625 2,153
1997(FY) 11,253 11,899 10,617 6,820 6,880 6,761
1998(FY) 19,437 20,131 18,754 8,184 8,231 8,137
1999(FY) 39,215 40,472 37,989 19,778 20,341 19,235
2000(FY) 64,449 65,928 63,004 25,234 25,456 25,015
2001(FY) 95,480 97,015 93,979 31,031 31,087 30,975
2002(FY) 143,561 145,140 142,016 48,081 48,125 48,037
2003(FY) 202,895 205,543 200,352 59,334 60,403 58,336
2004(FY) 271,095 - - 68,200 - -

CO2削減量

（累積)
CO2削減量

（新規)

 

注）基準：観測値から算出した結果(再掲)、1%増：補助率が 1%上昇した場合、 

1%減：補助率が 1%低下した場合 
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表 12：補助率の変化が太陽光発電装置による年間CO2削減量に与える影響 
(基準に対する変化率、耐用年数が 20 年の場合) 

基準 1%増 1%減 基準 1%増 1%減
1994(FY) - 8.57% -17.92% - 8.57% -17.92%
1995(FY) - 15.74% -34.08% - 19.14% -42.31%
1996(FY) - 12.43% -26.37% - 9.50% -19.81%
1997(FY) - 5.59% -11.41% - 0.87% -1.75%
1998(FY) - 3.51% -7.09% - 0.58% -1.16%
1999(FY) - 3.15% -6.33% - 2.81% -5.59%
2000(FY) - 2.27% -4.54% - 0.88% -1.75%
2001(FY) - 1.59% -3.18% - 0.18% -0.36%
2002(FY) - 1.09% -2.18% - 0.09% -0.18%
2003(FY) - 1.30% -2.56% - 1.79% -3.48%
2004(FY) - - - - - -

CO2削減量

（累積)
CO2削減量

（新規)

 
注）基準：観測値から算出した結果、1%増：補助率が 1%上昇した場合、 

1%減：補助率が 1%低下した場合 

 

 

表 13：ユーザーコストの変化が太陽光発電装置による年間CO2削減量に与える影響 
(単位：t-CO2、耐用年数が 20 年の場合) 

基準 1%増 1%減 基準 1%増 1%減

1994(FY) 682 557 808 682 557 808
1995(FY) 2,046 1,791 2,304 1,364 1,234 1,496
1996(FY) 4,433 4,046 4,824 2,387 2,255 2,520
1997(FY) 11,253 10,732 11,780 6,820 6,686 6,955
1998(FY) 19,437 18,777 20,104 8,184 8,045 8,324
1999(FY) 39,215 38,412 40,026 19,778 19,635 19,922
2000(FY) 64,449 63,500 65,408 25,234 25,088 25,382
2001(FY) 95,480 94,385 96,586 31,031 30,885 31,178
2002(FY) 143,561 142,316 144,819 48,081 47,930 48,233
2003(FY) 202,895 201,501 204,303 59,334 59,186 59,484
2004(FY) 271,095 - - 68,200 - -

CO2削減量

（累積)
CO2削減量

（新規)

 

注）基準：観測値から算出した結果(再掲)、1%増：ユーザーコストが 1%上昇した場合、 

1%減：ユーザーコストが 1%低下した場合 
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表 14：ユーザーコストの変化が太陽光発電装置による年間CO2削減量に与える影響 

(基準に対する変化率、耐用年数が 20 年の場合) 

基準 1%増 1%減 基準 1%増 1%減
1994(FY) - -20.26% 37.26% - -20.26% 37.26%
1995(FY) - -13.33% 25.21% - -10.04% 19.25%
1996(FY) - -9.14% 17.60% - -5.69% 11.13%
1997(FY) - -4.74% 9.32% - -1.99% 3.95%
1998(FY) - -3.46% 6.83% - -1.71% 3.41%
1999(FY) - -2.07% 4.12% - -0.72% 1.45%
2000(FY) - -1.48% 2.96% - -0.58% 1.16%
2001(FY) - -1.15% 2.30% - -0.47% 0.94%
2002(FY) - -0.87% 1.74% - -0.31% 0.63%
2003(FY) - -0.69% 1.38% - -0.25% 0.50%
2004(FY) - - - - - -

CO2削減量

（累積)
CO2削減量

（新規)

 
注）基準：観測値から算出した結果、1%増：ユーザーコストが 1%上昇した場合、 

1%減：ユーザーコストが 1%低下した場合 

 

4.2. 政府の「地球温暖化対策推進大綱」の目標を達成した場合 
政府の「地球温暖化対策推進大綱」においては、2010 年度に新エネルギーの導入に

よって 1,910 万klのエネルギー消費を削減するという目標が掲げられている。目安では

あるが、その内訳の 118 万klが太陽光発電の導入分として見込まれており、これは同発

電システム 482 万kW分に相当する。また、太陽光発電協会ホームページによれば、482
万kWのうち、390 万kW(約 100 万台)が本稿の対象である住宅用太陽光発電装置、残り

が非住宅用（公共・産業用）太陽光発電装置であるとしている10。 
本稿で推計した住宅用太陽光発電装置の発電量当たりCO2削減量を用いて、上で述べ

た住宅用太陽光発電装置の見込まれる導入量(390 万kW=3kW×130 万台)が達成された時

点でのCO2削減量を計測すると、耐用年数 20 年の場合で年間 133.0 万t-CO2、耐用年数

30 年の場合で年間 142.1 万t-CO2となった。 

 
4.3. 一戸建て住宅すべてに太陽光発電装置を設置した場合 
 表 15 は、わが国の一戸建て住宅数を示したものである。建築面積や部屋数などの住

宅属性や気象条件などの地域属性によって、家計の電力需要を満たすために必要な太陽

光発電装置の出力規模は当然変化する。しかし、ここでは全国一律で一戸建て住宅 1 件

当たりに設置する太陽光発電装置の出力を 3kW、その利用率が 12％であると仮定し、

                                                  
10 これらの内訳は、経済産業省および太陽光発電協会によって示された目安であって、目標ではないこと

に注意されたい。 
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一戸建て住宅すべてにした場合のCO2削減量を計測する。 
 一戸建て住宅のうち持ち家のみ太陽光発電装置を設置すると、その導入量は、

3kW×24,245,400 台＝約 7,274 万kWとなる。このとき、CO2削減量は、耐用年数 20 年の

場合で年間 2480.3 万t-CO2、耐用年数 30 年の場合で年間 2650.1 万t-CO2である。 
 また、借家を含むすべての一戸建て住宅に太陽光発電装置を設置すると、その導入量

は、3kW×26,491,200 台＝約 7,947 万kWとなり、CO2削減量は、耐用年数 20 年の場合で

年間 2710.1 万t-CO2、耐用年数 30 年の場合で年間 2895.5 万t-CO2となった。 
 

表 15：わが国の一戸建て住宅数(建築面積別・所有形態別) 

一戸建
公団･公社

建築面積(9区分) の借家
総数 26,491,200 24,245,400 2,086,700 63,500 0 1,890,400 132,800
　　 19 　㎡　　 以　　 下 51,100 19,300 31,900 100 - 31,000 800
　　 20　　　～　　　 29㎡ 479,500 322,300 157,100 4,100 - 149,000 4,000
　　 30　　　～　　　 39 1,361,900 1,015,100 346,800 18,500 - 318,600 9,700
　　 40　　　～　　　 49 2,177,500 1,799,700 377,700 12,200 0 349,400 16,200
　　 50　　　～　　　 74 8,852,600 8,093,700 758,900 22,800 - 680,700 55,400
　　 75　　　～　　　 99 6,376,600 6,114,900 261,700 4,900 - 231,300 25,400
　　100　　　～　　　124 2,985,100 2,909,500 75,600 600 - 67,300 7,700
　　125　　　～　　　149 1,958,000 1,920,300 37,700 100 - 32,900 4,700
　　150 　㎡　　 以　　 上 2,089,800 2,050,600 39,300 100 - 30,100 9,000
１住宅当たり建築面積 (㎡) 86 88 58 49 48 57 7

借家
総数 持ち家

総数 公営の借家 民営借家 給与住宅

8  

出所：総務省『平成 15 年住宅・土地統計調査(全国編)』(2005) 

 

6. おわりに 
 本稿では、ユーザーコストの理論を用いて、住宅用太陽光発電装置導入量と補助金政

策の関係を明らかにした。また、太陽光発電装置の導入によるCO2削減量を推計し、シ

ミュレーションを通して補助金政策とCO2削減効果の関係も捉えた。 
このようなアプローチから補助金政策の費用対効果を捉えた研究は本稿がはじめて

であり、それは温暖化対策に関する新たな政策評価ツールを提供するという意味で重要

である。 
 本稿では政策評価のみならず、太陽光発電装置のCO2の削減ポテンシャルの推計も行

っている。わが国は補助金政策によって太陽光発電装置の普及率が高いと言われている

が、シミュレーションの結果から判断すれば、いまだ太陽光発電装置の導入ポテンシャ

ル、それによってもたらされるCO2の削減ポテンシャルが高いと言えよう。 
 しかし、電力会社による余剰電力の買い取り制度の効果を考慮していないなど、本稿

でじゅうぶん議論できなかった点もある。それらは、今後の課題としたい。 
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補論：本稿における費用関数の導出 
生産要素が 2 財(L と K)の場合のコブ＝ダグラス生産関数 から費用関

数を導出する方法は、以下の費用最小化問題を解くことである。 

nteKmLy 21 θθ=

 
KpLpC KL +=max  

nteKmLyts 21.. θθ=  
ラグランジュ関数は、 

)( 21 nt
KL eKmLyKpLpG θθλ −++=  
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費用最小化の 1 階の条件は、 
 

⎪
⎪
⎪

⎩

⎪⎪
⎪

⎨

⎧

=−=
∂
∂

=−=−=
∂
∂

=−=−=
∂
∂

−

−

)3.....(*0

)2......(*0

)1......(*0

21

21

21

2
1

2

1
1

1

nt

K
nt

K

L
nt

L

eKmLyG

yKpeKmLp
K
G

yLpeKmLp
L
G

θθ

θθ

θθ

λ

λθλθ

λθλθ

 

1 階の条件を目的関数に代入すると、 
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1 階の条件(*1)の両辺を 1θ 乗、(*2)の両辺を 2θ 乗すると、 
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さらに、左辺は制約式(*3)より次のように変形できる。 
 

21212121 1 θθθθθθθθ θθλ ++−− = yyempp nt  

これをλについて解くと、 

212121

2

21

1

21

2

21

1

21
11

21

1
θθθθθθ

θ
θθ

θ
θθ
θ

θθ
θ

θθ θθλ +
−

−
++++

−
+
−

+
−

=
nt

KL eyppm  

上式を(*4)に代入して、コブ=ダグラス型の費用関数が次のように導出される。 
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したがって、本稿における費用関数のパラメータとの対応は、次のようになる。 
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ここでは、2 財の場合で式を展開したが、一般化も可能である。 
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炉
）

0
.0

1
高
機
能
性
樹
脂

0
.7

8
分
類
不
明

0
.0

1
板
紙

0
.7

7
粗
鋼
（
転
炉
）

0
.7

5
ハ
イ
ヤ
ー
・
タ
ク
シ
ー

0
.6

6
塩

0
.6

0
ガ
ラ
ス
繊
維
・
同
製
品

0
.5

8
冷
間
仕
上
鋼
材

0
.5

4
再
生
資
源
回
収
・
加
工
処
理

0
.5

4
熱
間
圧
延
鋼
材

0
.5

2
化
学
肥
料

0
.4

8
圧
縮
ガ
ス
・
液
化
ガ
ス

0
.4

8
分
類
不
明

0
.4

7
そ
の
他
計

0
.3

2
そ
の
他
計

0
.2

4
そ
の
他
計

0
.1

5
そ
の
他
計

0
.1

1
そ
の
他
計

9
.7

2
合
計

9
.9

7
合
計

4
.8

3
合
計

2
.2

8
合
計

1
.0

6
合
計

7
0
1
.6

7
累
積

6
9
2
.9

7
累
積

6
9
7
.8

0
累
積

7
0
0
.0

8
累
積

7
0
1
.1

3
累
積

7
0
1
.6

7
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付
表

2:
シ
リ
コ
ン
ウ
ェ
ハ
製
造
プ
ロ
セ
ス
か
ら
の

C
O

2
排
出
量

(多
結
晶
型
シ
リ
コ
ン
太
陽
電
池

,1
0M

W
,耐
用
年
数

20
年

)

(単
位
：

t-
C

O
2
)

直
接
効
果

間
接

1
次
効
果

間
接

2
次
効
果

間
接

3
次
効
果

間
接

4
次
効
果

事
業
用
発
電

1
8
5
.4

3
事
業
用
発
電

1
8
.4

8
事
業
用
発
電

4
.7

1
銑
鉄

1
.6

6
銑
鉄

2
.6

0
研
磨
材

8
.8

4
そ
の
他
の
窯
業
・
土
石
製
品

1
0
.4

0
自
家
発
電

2
.9

6
事
業
用
発
電

1
.6

6
自
家
発
電

0
.8

7
環
式
中
間
物

2
.7

3
自
家
発
電

8
.1

2
石
炭
製
品

2
.3

0
自
家
発
電

1
.4

5
事
業
用
発
電

0
.7

7
道
路
貨
物
輸
送

2
.5

8
石
炭
製
品

3
.0

1
そ
の
他
の
窯
業
・
土
石
製
品

0
.7

8
石
炭
製
品

1
.1

6
石
炭
製
品

0
.5

6
無
機
顔
料

2
.5

1
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

1
.3

9
石
油
製
品

0
.7

4
石
油
製
品

0
.3

2
石
油
製
品

0
.1

5
そ
の
他
の
無
機
化
学
工
業
製
品

2
.4

9
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

0
.9

2
銑
鉄

0
.6

8
セ
メ
ン
ト

0
.2

9
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

0
.1

1
沿
海
・
内
水
面
輸
送

2
.2

1
石
油
製
品

0
.8

6
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

0
.5

6
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

0
.2

5
洋
紙
・
和
紙

0
.1

0
そ
の
他
の
金
属
製
品

1
.1

8
廃
棄
物
処
理
（
産
業
）

0
.7

2
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

0
.3

7
粗
鋼
（
転
炉
）

0
.2

3
粗
鋼
（
転
炉
）

0
.0

9
ソ
ー
ダ
工
業
製
品

0
.7

2
石
油
化
学
系
芳
香
族
製
品

0
.6

9
道
路
貨
物
輸
送

0
.3

1
洋
紙
・
和
紙

0
.2

2
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

0
.0

8
炭
素
・
黒
鉛
製
品

0
.5

3
道
路
貨
物
輸
送

0
.6

6
洋
紙
・
和
紙

0
.2

8
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

0
.2

1
脂
肪
族
中
間
物

0
.0

7
卸
売

0
.3

2
ソ
ー
ダ
工
業
製
品

0
.5

9
脂
肪
族
中
間
物

0
.2

6
脂
肪
族
中
間
物

0
.1

5
パ
ル
プ

0
.0

7
窯
業
原
料
鉱
物

0
.2

5
そ
の
他
の
有
機
化
学
工
業
製
品

0
.5

8
石
油
化
学
系
芳
香
族
製
品

0
.2

4
道
路
貨
物
輸
送

0
.1

3
石
油
化
学
基
礎
製
品

0
.0

6
耐
火
物

0
.1

3
沿
海
・
内
水
面
輸
送

0
.5

4
石
油
化
学
基
礎
製
品

0
.2

0
石
油
化
学
基
礎
製
品

0
.1

3
セ
メ
ン
ト

0
.0

6
圧
縮
ガ
ス
・
液
化
ガ
ス

0
.0

6
研
磨
材

0
.3

9
沿
海
・
内
水
面
輸
送

0
.1

9
そ
の
他
の
窯
業
・
土
石
製
品

0
.1

2
道
路
貨
物
輸
送

0
.0

6
貨
物
運
送
取
扱

0
.0

5
石
油
化
学
基
礎
製
品

0
.3

8
ソ
ー
ダ
工
業
製
品

0
.1

8
沿
海
・
内
水
面
輸
送

0
.0

9
そ
の
他
の
窯
業
・
土
石
製
品

0
.0

6
港
湾
運
送

0
.0

3
洋
紙
・
和
紙

0
.3

5
廃
棄
物
処
理
（
産
業
）

0
.1

6
石
油
化
学
系
芳
香
族
製
品

0
.0

9
沿
海
・
内
水
面
輸
送

0
.0

4
倉
庫

0
.0

2
そ
の
他
の
無
機
化
学
工
業
製
品

0
.3

3
熱
間
圧
延
鋼
材

0
.1

6
パ
ル
プ

0
.0

8
板
紙

0
.0

3
原
油
・
天
然
ガ
ス

0
.0

1
企
業
内
研
究
開
発

0
.2

9
そ
の
他
の
有
機
化
学
工
業
製
品

0
.1

2
板
紙

0
.0

7
石
油
化
学
系
芳
香
族
製
品

0
.0

3
環
式
中
間
物

0
.2

6
粗
鋼
（
転
炉
）

0
.1

2
ソ
ー
ダ
工
業
製
品

0
.0

7
ソ
ー
ダ
工
業
製
品

0
.0

3
ガ
ラ
ス
繊
維
・
同
製
品

0
.2

4
環
式
中
間
物

0
.1

1
熱
間
圧
延
鋼
材

0
.0

7
熱
間
圧
延
鋼
材

0
.0

3
航
空
輸
送

0
.2

2
セ
メ
ン
ト

0
.1

1
廃
棄
物
処
理
（
産
業
）

0
.0

6
廃
棄
物
処
理
（
産
業
）

0
.0

3
冷
間
仕
上
鋼
材

0
.2

2
染
色
整
理

0
.1

0
環
式
中
間
物

0
.0

4
フ
ェ
ロ
ア
ロ
イ

0
.0

2
熱
硬
化
性
樹
脂

0
.2

0
冷
間
仕
上
鋼
材

0
.0

9
航
空
輸
送

0
.0

4
航
空
輸
送

0
.0

2
ゼ
ラ
チ
ン
・
接
着
剤

0
.1

8
航
空
輸
送

0
.0

9
冷
間
仕
上
鋼
材

0
.0

4
環
式
中
間
物

0
.0

2
セ
メ
ン
ト

0
.1

5
パ
ル
プ

0
.0

8
そ
の
他
の
有
機
化
学
工
業
製
品

0
.0

3
冷
間
仕
上
鋼
材

0
.0

1
塩

0
.1

5
熱
硬
化
性
樹
脂

0
.0

6
粗
鋼
（
電
気
炉
）

0
.0

2
そ
の
他
の
有
機
化
学
工
業
製
品

0
.0

1
鉛
・
亜
鉛
（
含
再
生
）

0
.1

3
塩

0
.0

6
ハ
イ
ヤ
ー
・
タ
ク
シ
ー

0
.0

2
熱
可
塑
性
樹
脂

0
.0

1
ハ
イ
ヤ
ー
・
タ
ク
シ
ー

0
.1

3
そ
の
他
の
無
機
化
学
工
業
製
品

0
.0

6
そ
の
他
の
無
機
化
学
工
業
製
品

0
.0

2
粗
鋼
（
電
気
炉
）

0
.0

1
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
（
含
再
生
）

0
.1

2
板
紙

0
.0

5
熱
可
塑
性
樹
脂

0
.0

2
建
設
補
修

0
.1

2
ハ
イ
ヤ
ー
・
タ
ク
シ
ー

0
.0

5
企
業
内
研
究
開
発

0
.0

2
合
成
ゴ
ム

0
.1

1
そ
の
他
の
化
学
最
終
製
品

0
.0

5
そ
の
他
の
化
学
最
終
製
品

0
.0

2
脂
肪
族
中
間
物

0
.0

8
企
業
内
研
究
開
発

0
.0

5
染
色
整
理

0
.0

2
卸
売

0
.0

8
合
成
ゴ
ム

0
.0

4
塩

0
.0

2
熱
間
圧
延
鋼
材

0
.0

8
化
学
肥
料

0
.0

4
化
学
肥
料

0
.0

2
化
学
肥
料

0
.0

7
め
っ
き
鋼
材

0
.0

4
鋳
鉄
品
及
び
鍛
工
品
（
鉄
）

0
.0

1
自
然
科
学
研
究
機
関
（
産
業
）

0
.0

7
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
（
含
再
生
）

0
.0

4
卸
売

0
.0

1
分
類
不
明

0
.0

6
卸
売

0
.0

3
合
成
ゴ
ム

0
.0

1
炭
素
・
黒
鉛
製
品

0
.0

6
下
水
道
★
★

0
.0

3
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品

0
.0

1
不
動
産
賃
貸
業

0
.0

6
窯
業
原
料
鉱
物

0
.0

3
下
水
道
★
★

0
.0

1
綿
・
ス
フ
織
物
（
含
合
繊
短
繊
維
織
物
）

0
.0

6
分
類
不
明

0
.0

3
分
類
不
明

0
.0

1
塗
工
紙
・
建
設
用
加
工
紙

0
.0

5
熱
可
塑
性
樹
脂

0
.0

3
フ
ェ
ロ
ア
ロ
イ

0
.0

1
そ
の
他
の
化
学
最
終
製
品

0
.0

5
不
動
産
賃
貸
業

0
.0

3
印
刷
・
製
版
・
製
本

0
.0

1
油
脂
加
工
製
品

0
.0

4
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品

0
.0

2
不
動
産
賃
貸
業

0
.0

1
港
湾
運
送

0
.0

4
建
設
補
修

0
.0

2
め
っ
き
鋼
材

0
.0

1
下
水
道
★
★

0
.0

4
合
成
繊
維

0
.0

2
そ
の
他
の
金
属
製
品

0
.0

4
印
刷
・
製
版
・
製
本

0
.0

2
金
属
製
容
器
及
び
製
缶
板
金
製
品

0
.0

3
ガ
ラ
ス
繊
維
・
同
製
品

0
.0

2
そ
の
他
の
鉄
鋼
製
品

0
.0

3
研
磨
材

0
.0

2
小
売

0
.0

3
耐
火
物

0
.0

2
鋳
鉄
品
及
び
鍛
工
品
（
鉄
）

0
.0

3
メ
タ
ン
誘
導
品

0
.0

2
そ
の
他
計

0
.0

2
そ
の
他
計

0
.7

4
そ
の
他
計

0
.6

5
そ
の
他
計

0
.3

5
そ
の
他
計

0
.2

7
合
計

2
1
0
.1

2
合
計

5
2
.6

7
合
計

1
7
.3

9
合
計

9
.2

9
合
計

6
.2

6
累
積

2
1
0
.1

2
累
積

2
6
2
.7

9
累
積

2
8
0
.1

8
累
積

2
8
9
.4

7
累
積

2
9
5
.7

4
1
）
上
位

5
0
位
か
つ
排
出
量

0
.0

1
t-

C
O

2
以
上
の
財
に
つ
い
て
表
示
．

2
)「
そ
の
他
計
」
は
上
位

5
1
位
以
下
の
部
門
を
合
計
し
た
も
の
で
あ
り
、
各
波
及
段
階
ご
と
に
そ
の
部
門
内
訳
は
異
な
る
．
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付
表

2:
（
続
）
シ
リ
コ
ン
ウ
ェ
ハ
製
造
プ
ロ
セ
ス
か
ら
の

C
O

2
排
出
量

(多
結
晶
型
シ
リ
コ
ン
太
陽
電
池

,1
0M

W
,耐
用
年
数

20
年

)

(単
位
：

t-
C

O
2
)

間
接

5
次
効
果

間
接

6
次
効
果

間
接

7
次
効
果

間
接

8
次
効
果

直
接
間
接
合
計

銑
鉄

1
.1

4
銑
鉄

0
.5

0
銑
鉄

0
.2

0
銑
鉄

0
.0

8
事
業
用
発
電

2
1
1
.7

5
自
家
発
電

0
.4

7
石
炭
製
品

0
.2

5
石
炭
製
品

0
.1

2
石
炭
製
品

0
.0

5
自
家
発
電

1
4
.2

4
石
炭
製
品

0
.4

7
自
家
発
電

0
.2

1
自
家
発
電

0
.0

9
自
家
発
電

0
.0

4
そ
の
他
の
窯
業
・
土
石
製
品

1
1
.4

0
事
業
用
発
電

0
.3

8
事
業
用
発
電

0
.1

7
事
業
用
発
電

0
.0

8
事
業
用
発
電

0
.0

4
研
磨
材

9
.2

5
石
油
製
品

0
.0

7
石
油
製
品

0
.0

3
石
油
製
品

0
.0

1
石
炭
製
品

7
.9

5
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

0
.0

5
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

0
.0

2
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

0
.0

1
銑
鉄

6
.5

5
洋
紙
・
和
紙

0
.0

5
洋
紙
・
和
紙

0
.0

2
道
路
貨
物
輸
送

3
.8

0
粗
鋼
（
転
炉
）

0
.0

4
脂
肪
族
中
間
物

0
.0

2
環
式
中
間
物

3
.1

7
脂
肪
族
中
間
物

0
.0

3
粗
鋼
（
転
炉
）

0
.0

2
沿
海
・
内
水
面
輸
送

3
.1

0
パ
ル
プ

0
.0

3
道
路
貨
物
輸
送

0
.0

1
そ
の
他
の
無
機
化
学
工
業
製
品

2
.9

1
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

0
.0

3
パ
ル
プ

0
.0

1
無
機
顔
料

2
.5

5
石
油
化
学
基
礎
製
品

0
.0

3
石
油
化
学
基
礎
製
品

0
.0

1
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

2
.4

0
道
路
貨
物
輸
送

0
.0

3
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

0
.0

1
石
油
製
品

2
.2

0
そ
の
他
の
窯
業
・
土
石
製
品

0
.0

3
そ
の
他
の
窯
業
・
土
石
製
品

0
.0

1
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

1
.6

3
セ
メ
ン
ト

0
.0

2
ソ
ー
ダ
工
業
製
品

1
.6

2
沿
海
・
内
水
面
輸
送

0
.0

2
そ
の
他
の
金
属
製
品

1
.2

4
板
紙

0
.0

1
石
油
化
学
系
芳
香
族
製
品

1
.0

7
ソ
ー
ダ
工
業
製
品

0
.0

1
洋
紙
・
和
紙

1
.0

4
廃
棄
物
処
理
（
産
業
）

0
.0

1
廃
棄
物
処
理
（
産
業
）

0
.9

9
石
油
化
学
系
芳
香
族
製
品

0
.0

1
石
油
化
学
基
礎
製
品

0
.8

4
熱
間
圧
延
鋼
材

0
.0

1
そ
の
他
の
有
機
化
学
工
業
製
品

0
.7

5
セ
メ
ン
ト

0
.6

4
脂
肪
族
中
間
物

0
.6

2
炭
素
・
黒
鉛
製
品

0
.6

1
粗
鋼
（
転
炉
）

0
.5

0
卸
売

0
.4

6
航
空
輸
送

0
.3

9
冷
間
仕
上
鋼
材

0
.3

8
企
業
内
研
究
開
発

0
.3

7
熱
間
圧
延
鋼
材

0
.3

5
窯
業
原
料
鉱
物

0
.3

1
パ
ル
プ

0
.2

9
熱
硬
化
性
樹
脂

0
.2

7
ガ
ラ
ス
繊
維
・
同
製
品

0
.2

6
塩

0
.2

3
ハ
イ
ヤ
ー
・
タ
ク
シ
ー

0
.2

1
ゼ
ラ
チ
ン
・
接
着
剤

0
.1

9
板
紙

0
.1

9
合
成
ゴ
ム

0
.1

8
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
（
含
再
生
）

0
.1

8
耐
火
物

0
.1

7
建
設
補
修

0
.1

5
鉛
・
亜
鉛
（
含
再
生
）

0
.1

5
化
学
肥
料

0
.1

3
そ
の
他
の
化
学
最
終
製
品

0
.1

2
染
色
整
理

0
.1

2
分
類
不
明

0
.1

1
港
湾
運
送

0
.1

1
不
動
産
賃
貸
業

0
.1

0
圧
縮
ガ
ス
・
液
化
ガ
ス

0
.1

0
そ
の
他
計

0
.1

7
そ
の
他
計

0
.1

2
そ
の
他
計

0
.1

1
そ
の
他
計

0
.0

6
そ
の
他
計

2
.6

5
合
計

3
.1

1
合
計

1
.4

3
合
計

0
.6

2
合
計

0
.2

7
合
計

3
0
1
.0

3
累
積

2
9
8
.8

5
累
積

3
0
0
.2

7
累
積

3
0
0
.9

0
累
積

3
0
1
.1

7
累
積

3
0
1
.0

3
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付
表

3:
セ
ル
化
プ
ロ
セ
ス
か
ら
の

C
O

2
排
出
量

(多
結
晶
型
シ
リ
コ
ン
太
陽
電
池

,1
0M

W
,耐
用
年
数

20
年

)

(単
位
：

t-
C

O
2
)

直
接
効
果

間
接

1
次
効
果

間
接

2
次
効
果

間
接

3
次
効
果

間
接

4
次
効
果

事
業
用
発
電

4
6
.4

0
事
業
用
発
電

1
3
.7

0
石
炭
製
品

1
1
.8

6
石
炭
製
品

3
.5

6
石
炭
製
品

1
.0

4
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
（
含
再
生
）

1
1
.9

0
自
家
発
電

1
3
.0

3
銑
鉄

7
.7

0
自
家
発
電

1
.7

9
自
家
発
電

0
.7

0
そ
の
他
の
ガ
ラ
ス
製
品

3
.4

8
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
（
含
再
生
）

1
.8

0
自
家
発
電

4
.4

5
事
業
用
発
電

1
.6

0
事
業
用
発
電

0
.6

6
そ
の
他
の
無
機
化
学
工
業
製
品

2
.5

7
石
炭
製
品

1
.4

5
事
業
用
発
電

3
.9

5
銑
鉄

1
.4

2
銑
鉄

0
.5

2
脂
肪
族
中
間
物

1
.4

3
そ
の
他
の
窯
業
・
土
石
製
品

1
.1

0
石
油
製
品

0
.6

4
石
油
製
品

0
.3

4
石
油
製
品

0
.1

6
道
路
貨
物
輸
送

0
.9

0
ソ
ー
ダ
工
業
製
品

0
.8

7
道
路
貨
物
輸
送

0
.4

6
脂
肪
族
中
間
物

0
.2

1
脂
肪
族
中
間
物

0
.0

9
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品

0
.7

8
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

0
.6

8
脂
肪
族
中
間
物

0
.4

0
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

0
.2

1
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

0
.0

8
ア
ル
ミ
圧
延
製
品

0
.7

5
熱
可
塑
性
樹
脂

0
.5

8
石
油
化
学
基
礎
製
品

0
.3

7
石
油
化
学
基
礎
製
品

0
.1

8
石
油
化
学
基
礎
製
品

0
.0

8
そ
の
他
の
有
機
化
学
工
業
製
品

0
.7

1
脂
肪
族
中
間
物

0
.5

3
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

0
.3

5
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

0
.1

8
洋
紙
・
和
紙

0
.0

7
圧
縮
ガ
ス
・
液
化
ガ
ス

0
.3

2
炭
素
・
黒
鉛
製
品

0
.5

0
沿
海
・
内
水
面
輸
送

0
.2

9
道
路
貨
物
輸
送

0
.1

5
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

0
.0

6
沿
海
・
内
水
面
輸
送

0
.2

4
石
油
製
品

0
.4

6
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

0
.2

3
沿
海
・
内
水
面
輸
送

0
.1

1
道
路
貨
物
輸
送

0
.0

6
卸
売

0
.1

3
道
路
貨
物
輸
送

0
.4

1
ソ
ー
ダ
工
業
製
品

0
.2

3
洋
紙
・
和
紙

0
.1

1
沿
海
・
内
水
面
輸
送

0
.0

4
電
球
類

0
.0

6
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

0
.3

6
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
（
含
再
生
）

0
.2

3
セ
メ
ン
ト

0
.1

0
セ
メ
ン
ト

0
.0

4
小
売

0
.0

4
そ
の
他
の
無
機
化
学
工
業
製
品

0
.3

2
そ
の
他
の
窯
業
・
土
石
製
品

0
.2

1
そ
の
他
の
窯
業
・
土
石
製
品

0
.0

8
パ
ル
プ

0
.0

4
上
水
道
・
簡
易
水
道

0
.0

3
石
油
化
学
基
礎
製
品

0
.2

4
環
式
中
間
物

0
.1

6
ソ
ー
ダ
工
業
製
品

0
.0

8
そ
の
他
の
窯
業
・
土
石
製
品

0
.0

3
港
湾
運
送

0
.0

1
廃
棄
物
処
理
（
産
業
）

0
.2

1
熱
可
塑
性
樹
脂

0
.1

4
環
式
中
間
物

0
.0

6
ソ
ー
ダ
工
業
製
品

0
.0

3
そ
の
他
の
有
機
化
学
工
業
製
品

0
.2

1
そ
の
他
の
有
機
化
学
工
業
製
品

0
.1

2
板
紙

0
.0

5
石
油
化
学
系
芳
香
族
製
品

0
.0

3
沿
海
・
内
水
面
輸
送

0
.2

1
廃
棄
物
処
理
（
産
業
）

0
.1

0
石
油
化
学
系
芳
香
族
製
品

0
.0

5
板
紙

0
.0

2
再
生
資
源
回
収
・
加
工
処
理

0
.2

1
洋
紙
・
和
紙

0
.0

9
廃
棄
物
処
理
（
産
業
）

0
.0

5
廃
棄
物
処
理
（
産
業
）

0
.0

2
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品

0
.1

8
炭
素
・
黒
鉛
製
品

0
.0

8
パ
ル
プ

0
.0

5
環
式
中
間
物

0
.0

2
そ
の
他
の
合
成
樹
脂

0
.1

4
化
学
肥
料

0
.0

8
そ
の
他
の
有
機
化
学
工
業
製
品

0
.0

4
粗
鋼
（
転
炉
）

0
.0

2
高
機
能
性
樹
脂

0
.1

3
板
紙

0
.0

7
熱
可
塑
性
樹
脂

0
.0

4
航
空
輸
送

0
.0

1
企
業
内
研
究
開
発

0
.1

1
塩

0
.0

7
航
空
輸
送

0
.0

3
熱
可
塑
性
樹
脂

0
.0

1
熱
硬
化
性
樹
脂

0
.0

8
そ
の
他
の
無
機
化
学
工
業
製
品

0
.0

6
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
（
含
再
生
）

0
.0

3
そ
の
他
の
有
機
化
学
工
業
製
品

0
.0

1
そ
の
他
の
ガ
ラ
ス
製
品

0
.0

8
パ
ル
プ

0
.0

6
港
湾
運
送

0
.0

2
熱
間
圧
延
鋼
材

0
.0

1
そ
の
他
の
非
鉄
金
属
地
金

0
.0

8
航
空
輸
送

0
.0

5
塩

0
.0

2
航
空
輸
送

0
.0

8
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品

0
.0

5
化
学
肥
料

0
.0

2
卸
売

0
.0

6
港
湾
運
送

0
.0

4
そ
の
他
の
無
機
化
学
工
業
製
品

0
.0

2
化
学
肥
料

0
.0

6
企
業
内
研
究
開
発

0
.0

4
企
業
内
研
究
開
発

0
.0

2
ガ
ラ
ス
繊
維
・
同
製
品

0
.0

6
再
生
資
源
回
収
・
加
工
処
理

0
.0

4
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品

0
.0

2
可
塑
剤

0
.0

5
窯
業
原
料
鉱
物

0
.0

3
ハ
イ
ヤ
ー
・
タ
ク
シ
ー

0
.0

2
油
脂
加
工
製
品

0
.0

4
そ
の
他
の
合
成
樹
脂

0
.0

3
そ
の
他
の
化
学
最
終
製
品

0
.0

1
ハ
イ
ヤ
ー
・
タ
ク
シ
ー

0
.0

4
そ
の
他
の
非
鉄
金
属
地
金

0
.0

3
再
生
資
源
回
収
・
加
工
処
理

0
.0

1
建
設
補
修

0
.0

4
高
機
能
性
樹
脂

0
.0

3
炭
素
・
黒
鉛
製
品

0
.0

1
分
類
不
明

0
.0

4
ハ
イ
ヤ
ー
・
タ
ク
シ
ー

0
.0

3
卸
売

0
.0

1
洋
紙
・
和
紙

0
.0

3
メ
タ
ン
誘
導
品

0
.0

3
熱
間
圧
延
鋼
材

0
.0

1
石
油
化
学
系
芳
香
族
製
品

0
.0

3
石
油
化
学
系
芳
香
族
製
品

0
.0

3
冷
間
仕
上
鋼
材

0
.0

1
そ
の
他
の
化
学
最
終
製
品

0
.0

3
そ
の
他
の
ガ
ラ
ス
製
品

0
.0

2
そ
の
他
の
合
成
樹
脂

0
.0

1
鉛
・
亜
鉛
（
含
再
生
）

0
.0

3
卸
売

0
.0

2
下
水
道
★
★

0
.0

1
ア
ル
ミ
圧
延
製
品

0
.0

3
熱
硬
化
性
樹
脂

0
.0

2
メ
タ
ン
誘
導
品

0
.0

1
環
式
中
間
物

0
.0

3
下
水
道
★
★

0
.0

2
合
成
ゴ
ム

0
.0

1
下
水
道
★
★

0
.0

2
そ
の
他
の
化
学
最
終
製
品

0
.0

2
自
然
科
学
研
究
機
関
（
産
業
）

0
.0

2
合
成
繊
維

0
.0

2
合
成
ゴ
ム

0
.0

2
合
成
ゴ
ム

0
.0

2
港
湾
運
送

0
.0

2
セ
メ
ン
ト

0
.0

2
メ
タ
ン
誘
導
品

0
.0

2
分
類
不
明

0
.0

2
不
動
産
賃
貸
業

0
.0

2
建
設
補
修

0
.0

2
機
械
修
理

0
.0

2
不
動
産
賃
貸
業

0
.0

1
無
機
顔
料

0
.0

2
砕
石

0
.0

1
圧
縮
ガ
ス
・
液
化
ガ
ス

0
.0

2
ガ
ラ
ス
繊
維
・
同
製
品

0
.0

1
そ
の
他
計

0
.0

2
そ
の
他
計

0
.2

7
そ
の
他
計

0
.3

3
そ
の
他
計

0
.2

8
そ
の
他
計

0
.2

3
合
計

6
9
.7

7
合
計

3
8
.7

8
合
計

3
3
.4

1
合
計

1
1
.0

1
合
計

4
.1

1
累
積

6
9
.7

7
累
積

1
0
8
.5

5
累
積

1
4
1
.9

6
累
積

1
5
2
.9

7
累
積

1
5
7
.0

8
1
）
上
位

5
0
位
か
つ
排
出
量

0
.0

1
t-

C
O

2
以
上
の
財
に
つ
い
て
表
示
．

2
)「
そ
の
他
計
」
は
上
位

5
1
位
以
下
の
部
門
を
合
計
し
た
も
の
で
あ
り
、
各
波
及
段
階
ご
と
に
そ
の
部
門
内
訳
は
異
な
る
．
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付
表

3:
（
続
）
セ
ル
化
プ
ロ
セ
ス
か
ら
の

C
O

2
排
出
量

(多
結
晶
型
シ
リ
コ
ン
太
陽
電
池

,1
0M

W
,耐
用
年
数

20
年

)

(単
位
：

t-
C

O
2
)

間
接

5
次
効
果

間
接

6
次
効
果

間
接

7
次
効
果

間
接

8
次
効
果

直
接
間
接
合
計

自
家
発
電

0
.3

2
銑
鉄

0
.2

2
銑
鉄

0
.1

2
銑
鉄

0
.0

6
事
業
用
発
電

6
6
.8

5
石
炭
製
品

0
.3

1
自
家
発
電

0
.1

5
自
家
発
電

0
.0

7
自
家
発
電

0
.0

3
自
家
発
電

2
0
.5

9
銑
鉄

0
.2

9
事
業
用
発
電

0
.1

3
石
炭
製
品

0
.0

6
石
炭
製
品

0
.0

3
石
炭
製
品

1
8
.4

7
事
業
用
発
電

0
.2

9
石
炭
製
品

0
.1

2
事
業
用
発
電

0
.0

6
事
業
用
発
電

0
.0

3
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
（
含
再
生
）

1
3
.9

6
石
油
製
品

0
.0

7
石
油
製
品

0
.0

3
石
油
製
品

0
.0

1
銑
鉄

1
0
.3

8
脂
肪
族
中
間
物

0
.0

4
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

0
.0

2
そ
の
他
の
ガ
ラ
ス
製
品

3
.6

0
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

0
.0

4
脂
肪
族
中
間
物

0
.0

2
そ
の
他
の
無
機
化
学
工
業
製
品

2
.9

7
石
油
化
学
基
礎
製
品

0
.0

4
洋
紙
・
和
紙

0
.0

2
脂
肪
族
中
間
物

2
.7

3
洋
紙
・
和
紙

0
.0

3
石
油
化
学
基
礎
製
品

0
.0

1
道
路
貨
物
輸
送

2
.0

2
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

0
.0

3
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

0
.0

1
石
油
製
品

1
.7

2
道
路
貨
物
輸
送

0
.0

2
パ
ル
プ

0
.0

1
そ
の
他
の
窯
業
・
土
石
製
品

1
.4

5
パ
ル
プ

0
.0

2
道
路
貨
物
輸
送

0
.0

1
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

1
.3

6
セ
メ
ン
ト

0
.0

2
ソ
ー
ダ
工
業
製
品

1
.2

3
沿
海
・
内
水
面
輸
送

0
.0

2
そ
の
他
の
有
機
化
学
工
業
製
品

1
.1

1
粗
鋼
（
転
炉
）

0
.0

2
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品

1
.0

3
そ
の
他
の
窯
業
・
土
石
製
品

0
.0

1
石
油
化
学
基
礎
製
品

0
.9

4
ソ
ー
ダ
工
業
製
品

0
.0

1
沿
海
・
内
水
面
輸
送

0
.9

3
石
油
化
学
系
芳
香
族
製
品

0
.0

1
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

0
.9

1
板
紙

0
.0

1
ア
ル
ミ
圧
延
製
品

0
.7

9
熱
可
塑
性
樹
脂

0
.7

7
炭
素
・
黒
鉛
製
品

0
.6

0
廃
棄
物
処
理
（
産
業
）

0
.4

0
洋
紙
・
和
紙

0
.3

7
圧
縮
ガ
ス
・
液
化
ガ
ス

0
.3

5
環
式
中
間
物

0
.2

8
再
生
資
源
回
収
・
加
工
処
理

0
.2

6
卸
売

0
.2

4
セ
メ
ン
ト

0
.2

0
そ
の
他
の
合
成
樹
脂

0
.1

9
航
空
輸
送

0
.1

9
パ
ル
プ

0
.1

8
企
業
内
研
究
開
発

0
.1

8
高
機
能
性
樹
脂

0
.1

7
化
学
肥
料

0
.1

7
板
紙

0
.1

7
石
油
化
学
系
芳
香
族
製
品

0
.1

6
そ
の
他
の
非
鉄
金
属
地
金

0
.1

2
熱
硬
化
性
樹
脂

0
.1

2
塩

0
.1

1
港
湾
運
送

0
.1

1
ハ
イ
ヤ
ー
・
タ
ク
シ
ー

0
.1

0
分
類
不
明

0
.0

8
そ
の
他
の
化
学
最
終
製
品

0
.0

8
ガ
ラ
ス
繊
維
・
同
製
品

0
.0

7
建
設
補
修

0
.0

7
合
成
ゴ
ム

0
.0

7
下
水
道
★
★

0
.0

7
メ
タ
ン
誘
導
品

0
.0

7
可
塑
剤

0
.0

6
電
球
類

0
.0

6
そ
の
他
計

0
.1

4
そ
の
他
計

0
.1

1
そ
の
他
計

0
.1

0
そ
の
他
計

0
.0

5
そ
の
他
計

1
.4

3
合
計

1
.7

5
合
計

0
.8

6
合
計

0
.4

3
合
計

0
.2

0
合
計

1
6
0
.5

0
累
積

1
5
8
.8

3
累
積

1
5
9
.7

0
累
積

1
6
0
.1

2
累
積

1
6
0
.3

3
累
積

1
6
0
.5

0
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付
表

4:
モ
ジ
ュ
ー
ル
化
プ
ロ
セ
ス
か
ら
の

C
O

2
排
出
量

(多
結
晶
型
シ
リ
コ
ン
太
陽
電
池

,1
0M

W
,耐
用
年
数

20
年

)

(単
位
：

t-
C

O
2
)

直
接
効
果

間
接

1
次
効
果

間
接

2
次
効
果

間
接

3
次
効
果

間
接

4
次
効
果

板
ガ
ラ
ス
・
安
全
ガ
ラ
ス

4
9
.8

9
事
業
用
発
電

2
1
.2

7
自
家
発
電

1
1
.1

4
自
家
発
電

5
.0

2
自
家
発
電

2
.3

2
熱
可
塑
性
樹
脂

1
0
.3

2
自
家
発
電

9
.4

1
事
業
用
発
電

1
0
.6

7
事
業
用
発
電

4
.3

7
事
業
用
発
電

1
.8

9
道
路
貨
物
輸
送

3
.5

9
板
ガ
ラ
ス
・
安
全
ガ
ラ
ス

4
.9

7
石
炭
製
品

8
.9

4
石
炭
製
品

4
.0

5
石
炭
製
品

1
.6

0
事
業
用
発
電

3
.1

0
石
油
化
学
基
礎
製
品

4
.5

4
銑
鉄

5
.3

7
銑
鉄

1
.7

5
銑
鉄

1
.0

3
ア
ル
ミ
圧
延
製
品

2
.7

1
そ
の
他
の
窯
業
・
土
石
製
品

2
.5

0
石
油
製
品

2
.4

7
石
油
製
品

1
.1

9
石
油
製
品

0
.5

5
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品

2
.6

5
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

2
.1

5
石
油
化
学
基
礎
製
品

1
.7

6
脂
肪
族
中
間
物

0
.8

4
脂
肪
族
中
間
物

0
.3

6
合
成
ゴ
ム

1
.9

9
ソ
ー
ダ
工
業
製
品

2
.1

0
脂
肪
族
中
間
物

1
.7

0
石
油
化
学
基
礎
製
品

0
.8

0
石
油
化
学
基
礎
製
品

0
.3

4
沿
海
・
内
水
面
輸
送

0
.6

8
熱
可
塑
性
樹
脂

2
.0

4
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

1
.1

4
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

0
.4

9
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

0
.2

3
卸
売

0
.6

5
脂
肪
族
中
間
物

2
.0

2
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

1
.0

1
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

0
.4

2
洋
紙
・
和
紙

0
.2

0
港
湾
運
送

0
.0

6
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
（
含
再
生
）

1
.5

1
ソ
ー
ダ
工
業
製
品

0
.7

4
洋
紙
・
和
紙

0
.3

8
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

0
.1

6
電
線
・
ケ
ー
ブ
ル

0
.0

5
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

1
.5

0
道
路
貨
物
輸
送

0
.7

3
道
路
貨
物
輸
送

0
.3

2
道
路
貨
物
輸
送

0
.1

4
貨
物
運
送
取
扱

0
.0

3
そ
の
他
の
有
機
化
学
工
業
製
品

1
.2

0
環
式
中
間
物

0
.6

6
ソ
ー
ダ
工
業
製
品

0
.2

7
パ
ル
プ

0
.1

3
小
売

0
.0

3
石
油
製
品

1
.1

9
そ
の
他
の
窯
業
・
土
石
製
品

0
.5

5
沿
海
・
内
水
面
輸
送

0
.2

7
石
油
化
学
系
芳
香
族
製
品

0
.1

2
道
路
貨
物
輸
送

1
.1

9
熱
可
塑
性
樹
脂

0
.5

2
石
油
化
学
系
芳
香
族
製
品

0
.2

6
沿
海
・
内
水
面
輸
送

0
.1

2
環
式
中
間
物

1
.0

7
板
ガ
ラ
ス
・
安
全
ガ
ラ
ス

0
.5

0
環
式
中
間
物

0
.2

2
ソ
ー
ダ
工
業
製
品

0
.1

1
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品

0
.6

8
沿
海
・
内
水
面
輸
送

0
.4

6
そ
の
他
の
窯
業
・
土
石
製
品

0
.1

9
セ
メ
ン
ト

0
.1

0
沿
海
・
内
水
面
輸
送

0
.6

4
洋
紙
・
和
紙

0
.4

6
板
紙

0
.1

8
板
紙

0
.0

9
窯
業
原
料
鉱
物

0
.6

3
そ
の
他
の
有
機
化
学
工
業
製
品

0
.3

4
セ
メ
ン
ト

0
.1

6
そ
の
他
の
窯
業
・
土
石
製
品

0
.0

8
企
業
内
研
究
開
発

0
.6

2
石
油
化
学
系
芳
香
族
製
品

0
.3

4
廃
棄
物
処
理
（
産
業
）

0
.1

5
環
式
中
間
物

0
.0

7
廃
棄
物
処
理
（
産
業
）

0
.5

6
廃
棄
物
処
理
（
産
業
）

0
.3

0
熱
可
塑
性
樹
脂

0
.1

5
廃
棄
物
処
理
（
産
業
）

0
.0

7
そ
の
他
の
合
成
樹
脂

0
.4

8
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
（
含
再
生
）

0
.2

3
パ
ル
プ

0
.1

4
粗
鋼
（
転
炉
）

0
.0

6
高
機
能
性
樹
脂

0
.4

4
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品

0
.1

9
そ
の
他
の
有
機
化
学
工
業
製
品

0
.1

1
熱
可
塑
性
樹
脂

0
.0

5
航
空
輸
送

0
.3

2
塩

0
.1

6
航
空
輸
送

0
.0

8
航
空
輸
送

0
.0

4
熱
硬
化
性
樹
脂

0
.2

9
企
業
内
研
究
開
発

0
.1

4
塩

0
.0

6
そ
の
他
の
有
機
化
学
工
業
製
品

0
.0

4
そ
の
他
の
無
機
化
学
工
業
製
品

0
.2

9
航
空
輸
送

0
.1

4
そ
の
他
の
無
機
化
学
工
業
製
品

0
.0

6
熱
間
圧
延
鋼
材

0
.0

3
合
成
ゴ
ム

0
.2

6
そ
の
他
の
無
機
化
学
工
業
製
品

0
.1

3
板
ガ
ラ
ス
・
安
全
ガ
ラ
ス

0
.0

6
そ
の
他
の
無
機
化
学
工
業
製
品

0
.0

3
そ
の
他
の
ガ
ラ
ス
製
品

0
.2

0
そ
の
他
の
合
成
樹
脂

0
.1

3
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品

0
.0

6
塩

0
.0

2
ハ
イ
ヤ
ー
・
タ
ク
シ
ー

0
.1

9
高
機
能
性
樹
脂

0
.1

1
企
業
内
研
究
開
発

0
.0

5
企
業
内
研
究
開
発

0
.0

2
ガ
ラ
ス
繊
維
・
同
製
品

0
.1

8
窯
業
原
料
鉱
物

0
.1

0
化
学
肥
料

0
.0

5
そ
の
他
の
化
学
最
終
製
品

0
.0

2
可
塑
剤

0
.1

7
そ
の
他
の
化
学
最
終
製
品

0
.1

0
そ
の
他
の
化
学
最
終
製
品

0
.0

5
化
学
肥
料

0
.0

2
分
類
不
明

0
.1

7
メ
タ
ン
誘
導
品

0
.1

0
メ
タ
ン
誘
導
品

0
.0

4
冷
間
仕
上
鋼
材

0
.0

2
下
水
道
★
★

0
.1

5
化
学
肥
料

0
.1

0
そ
の
他
の
合
成
樹
脂

0
.0

4
合
成
ゴ
ム

0
.0

2
再
生
資
源
回
収
・
加
工
処
理

0
.1

5
板
紙

0
.0

9
ハ
イ
ヤ
ー
・
タ
ク
シ
ー

0
.0

4
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品

0
.0

2
卸
売

0
.1

4
熱
硬
化
性
樹
脂

0
.0

8
熱
間
圧
延
鋼
材

0
.0

4
ハ
イ
ヤ
ー
・
タ
ク
シ
ー

0
.0

2
洋
紙
・
和
紙

0
.1

1
合
成
ゴ
ム

0
.0

8
冷
間
仕
上
鋼
材

0
.0

4
メ
タ
ン
誘
導
品

0
.0

2
無
機
顔
料

0
.1

1
染
色
整
理

0
.0

8
合
成
ゴ
ム

0
.0

3
下
水
道
★
★

0
.0

2
ア
ル
ミ
圧
延
製
品

0
.1

0
下
水
道
★
★

0
.0

8
下
水
道
★
★

0
.0

3
そ
の
他
の
合
成
樹
脂

0
.0

1
そ
の
他
の
金
属
製
品

0
.0

9
ハ
イ
ヤ
ー
・
タ
ク
シ
ー

0
.0

8
粗
鋼
（
転
炉
）

0
.0

3
卸
売

0
.0

1
そ
の
他
の
木
製
品

0
.0

7
セ
メ
ン
ト

0
.0

7
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
（
含
再
生
）

0
.0

3
分
類
不
明

0
.0

1
不
動
産
賃
貸
業

0
.0

7
炭
素
・
黒
鉛
製
品

0
.0

7
高
機
能
性
樹
脂

0
.0

3
港
湾
運
送

0
.0

1
熱
供
給
業

0
.0

7
パ
ル
プ

0
.0

7
卸
売

0
.0

3
不
動
産
賃
貸
業

0
.0

1
石
炭
製
品

0
.0

6
卸
売

0
.0

6
分
類
不
明

0
.0

3
鋳
鉄
品
及
び
鍛
工
品
（
鉄
）

0
.0

1
そ
の
他
の
化
学
最
終
製
品

0
.0

6
分
類
不
明

0
.0

6
熱
硬
化
性
樹
脂

0
.0

3
建
設
補
修

0
.0

6
そ
の
他
の
ガ
ラ
ス
製
品

0
.0

5
港
湾
運
送

0
.0

3
バ
ス

0
.0

6
ガ
ラ
ス
繊
維
・
同
製
品

0
.0

5
染
色
整
理

0
.0

3
そ
の
他
の
繊
維
工
業
製
品

0
.0

5
再
生
資
源
回
収
・
加
工
処
理

0
.0

5
不
動
産
賃
貸
業

0
.0

2
印
刷
・
製
版
・
製
本

0
.0

5
可
塑
剤

0
.0

4
印
刷
・
製
版
・
製
本

0
.0

2
銅

0
.0

5
不
動
産
賃
貸
業

0
.0

4
再
生
資
源
回
収
・
加
工
処
理

0
.0

2
こ
ん
包

0
.0

3
港
湾
運
送

0
.0

4
建
設
補
修

0
.0

2
金
属
製
容
器
及
び
製
缶
板
金
製
品

0
.0

3
建
設
補
修

0
.0

4
窯
業
原
料
鉱
物

0
.0

2
そ
の
他
計

0
.0

1
そ
の
他
計

0
.6

5
そ
の
他
計

1
.0

1
そ
の
他
計

0
.5

6
そ
の
他
計

0
.3

4
合
計

7
5
.7

9
合
計

6
6
.9

1
合
計

5
3
.5

9
合
計

2
3
.3

1
合
計

1
0
.5

6
累
積

7
5
.7

9
累
積

1
4
2
.7

0
累
積

1
9
6
.2

8
累
積

2
1
9
.6

0
累
積

2
3
0
.1

5
1
）
上
位

5
0
位
か
つ
排
出
量

0
.0

1
t-

C
O

2
以
上
の
財
に
つ
い
て
表
示
．

2
)「
そ
の
他
計
」
は
上
位

5
1
位
以
下
の
部
門
を
合
計
し
た
も
の
で
あ
り
、
各
波
及
段
階
ご
と
に
そ
の
部
門
内
訳
は
異
な
る
．
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付
表

4:
（
続
）
モ
ジ
ュ
ー
ル
化
プ
ロ
セ
ス
か
ら
の

C
O

2
排
出
量

(多
結
晶
型
シ
リ
コ
ン
太
陽
電
池

,1
0M

W
,耐
用
年
数

20
年

)

(単
位
：

t-
C

O
2
)

間
接

5
次
効
果

間
接

6
次
効
果

間
接

7
次
効
果

間
接

8
次
効
果

直
接
間
接
合
計

自
家
発
電

1
.0

9
銑
鉄

0
.5

9
銑
鉄

0
.3

2
銑
鉄

0
.1

6
板
ガ
ラ
ス
・
安
全
ガ
ラ
ス

5
5
.4

4
事
業
用
発
電

0
.8

5
自
家
発
電

0
.4

9
自
家
発
電

0
.2

2
自
家
発
電

0
.1

0
事
業
用
発
電

4
2
.8

8
銑
鉄

0
.8

5
事
業
用
発
電

0
.3

9
事
業
用
発
電

0
.1

8
石
炭
製
品

0
.0

9
自
家
発
電

2
9
.8

7
石
炭
製
品

0
.6

6
石
炭
製
品

0
.3

3
石
炭
製
品

0
.1

7
事
業
用
発
電

0
.0

8
石
炭
製
品

1
5
.9

9
石
油
製
品

0
.2

4
石
油
製
品

0
.1

0
石
油
製
品

0
.0

4
石
油
製
品

0
.0

2
熱
可
塑
性
樹
脂

1
3
.1

1
脂
肪
族
中
間
物

0
.1

5
脂
肪
族
中
間
物

0
.0

6
脂
肪
族
中
間
物

0
.0

3
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

0
.0

1
銑
鉄

1
0
.2

0
石
油
化
学
基
礎
製
品

0
.1

4
石
油
化
学
基
礎
製
品

0
.0

6
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

0
.0

2
脂
肪
族
中
間
物

0
.0

1
石
油
化
学
基
礎
製
品

7
.6

7
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

0
.1

1
自
家
輸
送
（
旅
客
自
動
車
）

0
.0

5
石
油
化
学
基
礎
製
品

0
.0

2
道
路
貨
物
輸
送

6
.0

8
洋
紙
・
和
紙

0
.1

0
洋
紙
・
和
紙

0
.0

5
洋
紙
・
和
紙

0
.0

2
石
油
製
品

5
.8

3
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

0
.0

7
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

0
.0

3
自
家
輸
送
（
貨
物
自
動
車
）

0
.0

1
脂
肪
族
中
間
物

5
.1

7
パ
ル
プ

0
.0

7
パ
ル
プ

0
.0

3
道
路
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